
事 務 連 絡

平成20年 4月 21日

各都道府県介護保険主管部 (局)

厚生労働省老健局老人保健課

「介護療養型老人保健施設に係る介護報酬改定等に関するQ&A」

の送付について

介護保険行政の推進につきましては、日頃から御協力を賜り厚くお礼申し上

げます。

このたび、「介護療養型老人保健施設に係る介護報酬改定等に関するQ&A」

を作成いたしましたので送付いたします。各自治体におかれましては、これら

を参照のうえ、事務を進めていただきますようお願いいたします。

照会先

厚生労働省老健局老人保健課

企画法令係

TEL  03-5253-1111 (3948・3949)



【介護療養型老人保健施設の介護報酬の算定に係るQ&A関 係】

問1 介 護療養型老人保健施設については、厚生労働大臣が定める施設基準(平

成 12年 厚生省告示第26号 。以下 「施設基準」という。)及 び厚生労働大

臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 (平成 12年 厚生省告

―示第29号 。以下 「夜勤職員基準」という。)に 規定する基準を満たす必要

があるが、これらの基準のいずれかを満たさなくなつた場合には通常の介

護老人保健施設の施設サービス費を算定することとなるか。

また、これらの基準を再度満たすことにより介護療養型老人保健施設の

施設サービスを算定することは可能か。

(答)

1 介 護療養型老人保健施設に係る施設基準を満たさない場合には、当該施

設基準を満たさなくなつた月の翌月に変更の届出を行い、当該月か ら、通

常の介護老人保健施設の施設サー ビス費を算定することとなる。

2 ま た、施設基準を再度満たす場合には、当該施設基準を満たすこととな

つた月の翌月に変更の届出を行い、当該月から、介護療養型老人保健施設

の施設サー ビス費を算定することとなる。

3 な お、夜勤職員基準を満たさなくなつた場合には、その事態が発生 した

月の翌月から夜勤職員基準減算を算定することとな り、施設サー ビス費に

ついては即座に変更の届出を要するものではないが、継続的に夜勤職員基

準を満たさない場合については、通常の介護老人保健施設の施設サー ビス

費を算定することへの変更の届出を行うべきである。

(答)

1 届 出に係る施設サービス費については、届出が受理された日が属する月

の翌月 (届出が受理された日が月の初日である場合は当該月)か ら算定を

開始するものであることから、療養病床等を転換した介護老人保健施設が、

間2 介 護療養型老人保健施設に係る施設サービス費を算定するための 「喀疾

吸引」若 しくは 「経管栄養」を受けた入所者割合が 150/o以上、又は 「「認

知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用について」(平成 5年 10月

26日 厚生省老人保健福祉局長老健第 135号 。以下 「自立度判定基準」

という。)に よる 「ランクM」 に該当する入所者割合が 20%以 上であるこ

とに係る基準は、直前 3月 間の入所者の状態を把握 していた場合、事前に

変更の属出を行い、平成 20年 5月 1日 の施行とともに算定が可能か。



平成20年 2月から4月 までの各月の末日の入所者 ((介護予防)短 期入所

療養介護の利用者を含む。)の 状態を記録しており、介護療養型老人保健施

設の施設基準に適合している場合にあつては、同年5月 1日までの間に変

更の届出が受理されることで、同月から介護療養型老人保健施設の施設サ

ービス費を算定することができるものである。

(答)

1 可 能である。同一の基準により連続 して 3か 月の間、各月の末日の数値

の平均値が満た している場合に、算定できるものである。

2 ま た、平均値とは、算定月前 3か 月の割合の数値を合計 し、 3で 除 して

得た数により適合 しているかどうかを判断するものとする。

(参考 :5月 に介護療養型老人保健施設の施設サービス費を算定できる場合の例)

2月 3月 4月 3か 月の平均値

施設基準に適合する者の割合

(喀疾吸引又は経管栄養

に係る基準の場合)

13% 130/o 2 0 % 15. 3%

→  基 準 に適合

問 4 介 護療養型老人保健施設の施設サー ビス費を算定するための施設基準に

おいて、「介護療養型老人保健施設の過去 12か 月の新規入所者のうち、医

療機関からの入所者の割合と自宅等からの入所者の割合の差が 35%以 上

であることを標準とする」旨規定されたが、この 「自宅等」の具体的な居

住類型はどのようなものか。

(答)

1 こ の 「自宅等」とは、入所者の自宅 (借家、借間、社宅等を含む。)、有

料老人ホーム及び高齢者専用賃貸住宅並びに家族等の自宅をいうものであ

り、グループホーム及び養護老人ホーム等の社会福祉施設は含まないもの

問 3 「 喀疾吸引」又は 「経管栄養」を受けた入所者割合が算定月の前 3か 月

の各末日の平均値により15%以 上であることに係る基準を満たす ことで

介護療養型老人保健施設の施設サー ビス費を算定する施設について、当該

基準を満たさなくなつたが、自立度判定基準による 「ランクM」 に該当す

る入所者割合が算定月の前 3か 月各末日の平均値により20%以 上である

ことに係る基準を満た していた場合には、引き続き介護療養型老人保健施

設の施設サー ビス費を算定することは可能か。

また、この平均値の考 え方如何。



である。

問 5 介 護療養型老人保健施設について、介護老人保健施設の夜勤職員基準 (看

護又は介護職員配置 2人 以上)を 満たす場合であつても、介護療養型老人

保健施設の夜勤看護職員基準 (看護職員配置 41:1以 上)を 満た してい

ない場合には、減算されるか。

(答)

1 減 算される。

問 6 療 養病床等から介護老人保健施設に転換する場合、施設及び設備に関す

る基準に係る経過措置については、当該建物を増築又は改築 した際にも適

用される旨事務連絡が発出されているが、この趣旨は介護療養型老人保健

施設の施設サー ビス費の算定についても同様か。

(答)

1 介 護療養型老人保健施設については、増築又は改築 した部分は認められ

ず、原則として、転換を行つた部分のみが介護療養型老人保健施設の施設

サー ビス費を算定できるものである。

2 た だ し、同一法人内の医療機関の病床を併せて一体として介護療養型老

人保健施設に転換する場合については、認められることとする。

問7 療 養病床等から介護療養型老人保健施設に転換する場合、初期加算、短

期集中リハビリテーション実施加算等を算定する場合の起算日はどの時点

となるか。

(答)―

1 転 換前の入院日が起算 日となる。なお、初期入所診療管理等の特別療養

費についても、転換前の介護療養型医療施設において当該算定項目に相当

する特定診療費が存在することから、同様に転換前の入院 日が起算 日とな

る。



問8 介 護療養型老人保健施設のターミナルケア加算を算定するに当たつて

は、当該加算は所定単位数 (施設サービス費)に 加算する構造となつてい

る。ターミナルケア加算の算定の同意を得てターミナルケアを行つていた

が、退所又は外泊 (外泊加算を算定している場合を除く。)に より、死亡月

に、施設サービス費を算定していない場合の取扱いは如何。

(答)

1 タ ーミナルケア加算は、退所した後又は外泊 (外泊加算を算定している

場合を除く。)中 に入所者が死亡した場合であつても、死亡前30日 からそ

れらの日数を減じた日数について、実際に施設サービスにおいてターミナ

ルケアを行つていた場合には加算できるものである。

2 当 該加算は、原則として死亡月の施設サービス費に加算するものである

が、これらの退所又は外泊により、死亡月に施設サービス費を算定してい

ない場合にあつては、遡つて死亡前月の施設サービス費に加算することと

する。

3 た だし、外泊加算は施設サービス費に代えて算定するものであることか

ら、外泊加算を算定している場合にあつては、死亡月にターミナルケア加

算を算定することとなる。

問 9 介 護療養型老人保健施設の療養体制維持特別加算を算定するに当たつて

は、4:1の 介護職員を配置する療養型介護療養施設サー ビス費 (I)等 を

算定する指定介護療養型医療施設であつたものが当該施設の定員の半数を

超えることが要件となつているが、空床利用により行われる短期入所サー

ビスに取 り扱い如何。

(答)

1 空 床利用により行われる短期入所サー ビスの人員配置は、指定介護療養

型医療施設と一体的に行われるものであることから、4:1の 介護職員を

配置する病院療養病床短期入所療養介護費 (I)等 を算定するものについて

も、療養型介護療養施設サー ビス費 (I)等 と同様に考えるものである。

2 具 体的には、療養型介護療養施設サービス費 (I)等 及び病院療養病床

短期入所療養介護費(I)等を算定していた部分が、転換した介護療養型老

人保健施設の定員の半数を超えている場合には、当該要件を満たすことと

なる。



問 10 感 染対策指導管理を算定するに当たつては、施設内感染防止対策委員会

を設置し、当委員会を定期的に開催する必要があるとされているが、併設

の介護療養型医療施設がある場合、この介護療養型医療施設の院内感染防

止委員会と共同とすることは認められるか。

(答)

1 介 護療養型老人保健施設と介護療養型医療施設は、施設が別個のもので

あることから、それぞれ別個に感染対策指導管理のための施設内又は院内

感染防止対策委員会を有する必要がある。

2 た だし、これらの委員会のメンバーを兼任することや、同時開催するこ

とについては差し支えない。

問 11 薬 剤管理指導を算定するに当たつては、医薬品情報管理室を設置 しなけ

ればならないが、これは介護療養型老人保健施設単独で有 しなければなら

な い か 。

(答)

11医 薬品情報管理室は、併設医療機関と兼用 して差 し支えない。

2 ま た、医薬品情報管理室は、薬剤管理指導のための 「専用」でなければ

ならないが、施設内の一室の一角を医薬品情報管理室として活用すること

でも差 し支えない。

問 12 リ ハ ビリテーシヨン指導管理については、理学療法士又は作業療法士に

よる個別 リハ ビリテーシヨンの実施が要件とされているが、この個別 リハ

ビリテーシヨンの頻度 ・時間等の具体的な基準はあるか。

(答)

1 頻 度は問わない。また、 1回 当た りの時間については、 20分 程度が望

ましい。



問 13 平 成 20年 度の診療報酬改定により、療養病床等から転換 した介護老人

保健施設に併設される医療機関の医師による一定要件下で行われる往診を

評価する 「緊急時施設治療管理料」が創設された。一方、従来から介護老

人保健施設が算定できる緊急時施設療養費を算定するための医療行為を行

う医師とは、当該介護老人保健施設の医師を指すものか。

(答)

1 そ のとおり。

【療養病床等から転換した介護老人保健施設の指定基準に係るQ&A関 係】

問 14 療 養病床等から転換 した介護老人保健施設において適用される施設及び

設備に関する基準に係る経過措置 (介護老人保健施設の人員、施設及び設

備並びに運営に関する基準 (平成 11年 厚生省令第 40号 。以下 「介護老

人保健施設基準省令」という。)附 則第 13条 から附則第 19条 まで)に つ

いては、経過措置期間が明記されていないが、これ らの適用期間は恒久措

置と解 してよいか。

(答)

1 当 該経過措置は、療養病床等における施設及び設備の基準 と介護老人保

健施設の施設及び設備の基準が異なることか ら、療養病床等から介護老人

保健施設への転換に当たつて、建物の駆体工事を行 う必要性があること等

を考慮 したものである。

2 し たがつて、建物の建て替え等を行う場合には、本則の基準を満たすこ

とが必要であり、当該経過措置は、当該転換に係る部分の新築、増築又は

全面的な改築までの間、適用されるものである。



問15 療養病床等から転換した介護老人保健施設において適用される療養室の

床面積の基準に係る経過措置 (平成 18年 7月 1日以後に新築、増築又は

全面的な改築が行われていないものに限る。)に ついては、平成24年 4月

1日以降、「本則の基準を満たしている施設との均衡に配慮した評価を行

う」とされており、「近接する談話室の面積を当該談話室に近接する療養室

の定員数で除した面積を減じた面積以上を満たす場合は、この限りでない」

とあるが、この 「近接」の解釈如何。

(答)

1 こ の場合の 「近接」の範囲については、談話室と同じ階にあつて、療養

室の入所者が療養生活上、当該談話室 と当該療養室 とを一体的に利用でき

る場合をいう。(介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関す

る基準について (平成12年 老企第44号 )第 3の 4(5)① を参照。)

2 ま た、当該経過措置は、当該転換に係る療養室の新築、増築又は全面的

な改築までの間、適用 されるものである。

問 16 療 養病床等から転換 した介護老人保健施設において適用される施設及び

設備に関する基準に係る経過措置 (介護老人保健施設基準省令附則第 13

条から附則第 19条 まで)に ついては、介護療養型老人保健施設の施設サ

ー ビス費が算定できなくなった場合には、適用除外となるのか。

(答)

1 療 養病床等から転換 した介護老人保健施設において適用される施設及び

設備に関する基準に係る経過措置は、平成 18年 フ月 1日 から平成 24年

3月 31日 までの間に介護老人保健施設基準省令附則第 13条 から附則第

19条 に規定する転換を行つて開設 した介護老人保健施設について、適用

されることとなるものである。

2 し たがつて、介護療養型老人保健施設の施設サー ビス費を算定できなく

なる場合であつても、 1の 要件を満た している場合には、引き続き、施設

及び設備に関する基準に係る経過措置は適用されることとなる。



問 17 療養病床等から介護療養型老人保健施設に転換することにより、通常の

介護老人保健施設と介護療養型老人保健施設が併設する場合にあつては、

一体として介護療養型老人保健施設の開設許可を受けることは可能か。

(答)

1 -体 として介護療養型老人保健施設として許可を受けることはできない。

なお、療養病床等から転換 し、通常の介護老人保健施設に転換する場合に

あっては、一体として許可を受けることは可能である。

問 18 療 養病床等から介護老人保健施設に転換する場合、通所 リハ ビリテーシ

ョンのみなし指定の対象となるが、その場合の取 り扱い如何。

(答)

1 転 換前の療養病床等を有する病院又は診療所であつて、通所 リハ ビリテ

ーションの指定を受けて当該サー ビスを行つていたものについては、介護

老人保健施設への転換 し、引き続き通所 リハ ビリテーシヨンを行 う場合に

は 、

B通 所リハビリテーションのみなし指定を辞退する、又は、

・ 従 来の通所リハビリテーシヨンの指定を辞退し、みなし指定による通

所リハビリテーションに切り替える、

のどちらか一方を選択する必要がある。

【サテライト施設の多様化に係るQ&A関 係】

問19 サテライ ト型小規模介護老人保健施設を本体施設に2か所以上の設置す

る場合にあつては、「サテライト型小規模介護老人保健施設の入所者の医学

管理等の処遇が適切に行われる場合」という要件があるが、この具体的な

内容如何。

(答)

1 「 サテライ ト型小規模介護老人保健施設の入所者の医学管理等の処遇が

適切に行われる場合」とは、本体施設の入所者に対 して必要な職員数及び

サテライ ト型小規模介護老人保健施設の入所者に対 して必要な職員数の合

計数以上を本体施設に配置 しており、これ らの職員により、本体施設及び

サテライ ト型小規模介護老人保健施設の入所者に対 して適切にサー ビス提

供を行う場合をいう。

2 こ の具体的な取 り扱いは 例 えば、本体介護老人保健施設 (定員 100



人)に サテライ ト型小規模介護老人保健施設 (定員20人 )を 2施設設置

した場合の医師の配置については、本体介護老人保健施設に配置された医

師 (常勤で1人及び常勤換算方法で0.4人 以上)が サテライ ト型小規模

介護老人保健施設の入所者の医学的管理等を行う場合にあつては、サテラ

イ ト型小規模介護老人保健施設に医師を配置しないことができるものであ

る。

【介護予防サービス等の介護報酬の算定等に係るQ&A関 係】

問 20 介 護予防特定施設入居者生活介護等を受けている者は、当該サー ビスの

利用の間、月当たりの定額報酬の介護予防訪問介護費等は算定できないと

あるが、例えば、月途中に介護予防特定施設を退所し、その後、介護予防

訪問介護等を利用することはできないのか。

(答)

1 間 のような場合には、介護予防訪問介護等に係る介護報酬については、

1月 から介護予防特定施設入居者生活介護等の利用日数を減 じて得た日数

により日割 りで請求することとしている。

問 21 介 護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を利用 してい

る者が、当該サー ビスの利用日以外の日において、介護予防訪問介護等の

月当た り定額報酬の介護予防サー ビスを利用する場合、介護予防訪問介護

費等の算定の可否如何。

(答)

1 指 定介護予防サー ビスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴

う実施上の留意事項について (平成 18年 3月 17日 付け老計発第 0317001

号 ・老振発第 0317001号 ・老老発第 0317001号)に おいて、
メ
介護予防短期

入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を利用 している者についても、

介護予防訪問介護費等は算定 しない旨示 している。

2 問 のような場合には、介護予防訪問介護等に係る介護報酬については、

1月 から介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護の利用

日数を減 じて得た日数により日割 りで請求することとしている。



問22 介 護予防訪問介護等の定額報酬サービスを利用している者が、

ら公費適用となつた場合、日割り算定によることとしているが、

から公費適用ではなくなつた場合の取扱いについて如何。

月途中か

月の途中

(答)

1 同 様に日割 り算定を行うこととしている。

問 23 要 支援認定区分が月途中に変更となつた場合、

額サー ビスの算定方法如何。また、当該変更後

績がない場合の取扱い如何。

介護予防通所介護等の定

(前)に サー ビス利用の実

(答)

1 平 成 18年 3月 16日 に発出した 「介護保険制度改革 information vol.

76」 において、日割 りの対象事由として要支援認定の区分変更をお示 し

しており、御指摘の場合は日割 り算定となる。

2 た だ し、報酬区分が変更となる前 (後)の サー ビス利用の実績がない場

合にあつては、報酬区分が変更となつた後 (前)の 報酬区分を算定するこ

ととし、サー ビス利用の実績がない報酬区分は算定 しない。

【通所介護等における大規模事業所減算の算定に係るQ&A関 係】

(答)

1 事 業所規模の区分については、現在の事業所規模の実態を適切に反映さ

せる方法により決定されるべきであることから、定員変更により②を適用

する事業所は、前年度の実績 (前年度の4月 から2月 まで)が 6月 以上あ

る事業所が、年度が変わる際に定員を25%以 上変更する場合のみとする。

間 24 通 所介護等における大規模事業所減算の算定に当たつては、

① 原 則として、前年度の1月当たりの平均利用延人員数により、

② 例 外的に、前年度の実績が6月 に満たない又は前年度から定員を2

5%以 上変更して事業を行う事業者においては、便宜上、利用定員の9

0%に 予定される1月当たりの営業日数を乗じて得た数により、

事業所規模の区分が決定され、減算の対象となるかどうか判断することと

なる。

しかし、②を利用することにより、年度末に定員規模を大幅に縮小し、

年度を越して当該年度の事業所規模が確定した後に定員を変更前の規模に

戻す等、事業所規模の実態を反映しない不適切な運用が行われる可能性も

考えられるが、その対応如何。


